

































逆需要関数を )(Yq と表す。Y は財の市場全体の供給量である。本論の分析は部分均衡分析であ
－ 113 － 
山形大学紀要（社会科学）第37巻第１号 
るため，財の市場価格を市場全体の供給量 Y のみの関数として扱うことにする。 )(Yq について
は 0)( <YdYqd が成立すると仮定する。 )(Yq は物品税が導入されたときの消費者価格として
解釈される。財の供給については次のように仮定する。財の市場に存在する企業の数を n とす
る。また，それぞれの企業に対して生産量１単位につき t の従量税が等しく課税されるとする。
なお，企業 i の生産量を iy ，企業 i の費用関数を )( ii yc と表す。以上の仮定から，企業 i の利潤
は， 








d λπ                      (2) 
と表現される。(2)において， ii dydY=λ であるが，この値は推測的変動(conjectural variation)
として知られている。不完全競争市場における企業行動の特徴の一つは，各企業が生産量を決
定する際に，自らの生産量の変更にともなう市場価格の変化を考慮することである。推測的変
動 iλ は，企業 i の生産量１単位の増加が市場供給量 Y をどれだけ増加させるかについての企業
i 自身の主観的な推測値を表している。たとえば，完全競争市場であれば 0=iλ ，クールノー
モデルでは 1=iλ である。また，すべての企業が完全に共謀して結合利潤の最大化を目標に行
動する場合には ni =λ であり，独占企業はその特殊なケースとして 1== niλ であると考えられ
る1)。したがって，完全競争市場の場合には，１階の条件(2)は，財の市場価格と企業の税込み
の限界費用が一致することに他ならない。不完全競争市場の場合は 0>iλ であり，また，仮定
















d λλπ                    (3) 
 企業 i が１階の条件(2)を満足する生産水準を決定するときには，市場供給量 Y がどれだけの
水準になるかを推測することが求められる。この点について，Seade(1980b)の議論にもとづい
て検討してみよう。先に述べたように，推測的変動 iλ は idydY について企業 i が主観的に推測
する値であるから，企業 i 自身が推測する市場供給量 PiY は企業 i の生産量 iy を用いて
iii
P
i yY Ω+= λ と表現することができる2)。 iΩ は企業 i の生産量 iy とは独立な値であり，企業
iが意志決定する際に固定された値とみなす変数である。たとえば，クールノーモデルの場合，
iΩ は企業 i以外の企業の合計供給量について企業 iが予測する値に相当し，企業 iにとって所与
の値である。また，独占企業の場合は 0=Ωi であり，完全競争企業の場合は，各企業が市場価
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格を所与であると考えるわけであるから， iΩ は )( iq Ω を市場価格に一致させるような値である
と考えることができる。逆需要関数 )(Yq の Y を PiY で置き換えることによって得られる関数
)( iii yq Ω+λ は iy ， iλ および iΩ の関数とみなすことができ，所与の iλ と iΩ のもとで企業 i が iy
を供給するときに，企業 i 自身が予測する市場価格を表している。Seadeはこの関数を認識され
た需要(perceived demand)とよんでいる。クールノーモデルでは， )( iii yq Ω+λ のグラフは他
企業の供給量の合計 iΩ を所与とした企業 i の残余需要曲線に相当する。ここで，認識された需
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2)Ω( λλλ                   (4) 
と表現することができる。ただし， dYdqq =′ ，





















参入が既存企業 i の認識する供給量 PiY に与える効果は，
P
iY における iΩ の値の増加として解釈
できる。参入が生じる前の均衡において既存企業 i が１階の条件(2)を満足する生産量 ∗iy を選択
しているとしよう。参入の生じた後も企業 i が生産水準 ∗iy を維持し続けるとすれば，
∗
iy にお
ける企業 i の限界収入 PiMR の変化は， qqyddMR iiiPi ′+′′= ∗λΩ と表現できる。新規参入に対し
て生産量を ∗iy から減少させることが企業 i にとって最適な選択となるためには，
∗
iy における





i ddMR ，すなわち， 
0<′+′′ qqy iiλ                                (5) 
が成立しなければならないことを意味する。(5)の両辺に iλ を乗じ，辺辺整理することによっ 
て， 
qqqy iiii ′<′+′′ λλλ 2










であると仮定する。すなわち，第１節における推測的変動 iλ と費用関数 )( ii yc はすべての企業





   ))(( ycytyq +−=π                               (7) 
   0))(( =′+−+ ycty
dY
dqq λ                             (8) 
と表現される。物品税額が変化したときに，均衡における各企業の生産量や利潤がどのように
変化するかを考えてみよう。(7)を全微分することによって次式を得る。 







′+= )(π                        (9) 
また，(8)を全微分することによって， 









′+′′+′ )(λλ                       (10) 
が得られる。 (9)，(10)における q′ ， q ′′ は第１節と同様に， dYdqq =′ ，
22 dYqdq =′′ であ
る。また， dydY は，すべての企業が生産量を dy だけ等しく増加させた場合に，市場の供給量
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が実際にどれだけ増加するかを表しており，各企業が主観的に推測する市場供給量の変化，す
なわち推測的変動 λ とは異なるものである。(10)は物品税額の限界的な変化 dt と，利潤最大化
と均衡の実現を同時に成立させるために必要な各企業の生産量の変化 dy との関係を表している。
企業の同質性の仮定のもとでは対称均衡が成立するので， nyY = ，したがって， ndydY = で
ある。この関係と利潤最大化の１階の条件(8)を用いて，(9)，(10)から， dy を消去すると， 


























1π                              (12) 
(12)において， λnm = ， qqnyqYqE ′′′=′′′= ， )()(1 λqyck ′′′−= である。E は需要曲線の傾
きの弾力性であり，需要曲線の曲率を表す概念である。 0>′′q ，すなわち 0<E であれば逆需
要関数 )(Yq は凸関数であり， 0<′′q ，すなわち 0>E であれば )(Yq は凹関数である。また，需
要関数が線形の場合は 0=′′q ，すなわち 0=E である。 
 (12)の右辺の符号について分析するためには，Seade(1980a)における均衡の安定条件が重要
な役割を果たす。Seadeによって提示された安定条件は， 
   0>k                                    (13) 




   01 <++ kE                                 (15) 
が成立することであることがわかる。Seade(1985)では，限界費用が一定の場合，すなわち，
0)( =′′ yc である場合には， 0>dtdπ となるための必要十分条件は， 2−<E であることが示さ
れている。このことは， 0)( =′′ yc のときには 1=k であるので，(12)が， 
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需要の価格弾力性が 1− より大となることが 0>dtdπ の条件となる。一般に需要の価格弾力性
が一定となる逆需要関数は， β−= AYYP )( と表現される。ただし， Aと β は正の実数である。
この関数のもとでの需要の価格弾力性を Dε とすれば， βε 1−=D であり， Dε は需要量Y と独
立な一定の値である。さらに，E については =E Dεβ 11)1( +−=+− が成立する。よって， 2−<E
となる条件は 1−>Dε であることが確認される。 
 (12)の右辺の符号が独占企業や完全競争企業の場合にはどのようになるかについては， λ に
適当な数値を与えることによって以下のような解釈が可能である。まず，独占企業の場合には，

















が得られる。完全競争企業の場合には，利潤最大化の２階の条件は 0)( >′′ yc である。よって，







   1−<+<− kEm  
あるいは， 
   )1()( kEkm +−<<+−                              (16) 
と表現することができる。(16)は需要曲線の形状に対する制約条件とみなすことができる。す
なわち， E の下限 )( km +− は安定条件にもとづく制約であり，上限 )1( k+− は 0<dtdπ とな
るための制約である。 (16)を満足する E の値が存在するためには， 1>m でなければならない。
m に対する制約は，企業数と市場形態についての制約である。たとえば，先に示したように，
独占市場の場合は 1=m であるから，均衡の安定性と 0<dtdπ が同時に成立することはないこ
とが容易に確認できる。クールノーモデルの場合には 1=λ ，すなわち nm = > 1となり， m は
参入企業数に一致する。よって， 0<dtdπ となる可能性が存在するのである。 
 需要曲線の傾きの弾力性に関する制約(16)の意味を詳細に分析するために，物品税額の変更
が市場価格に与える効果と関連づけてみることにする。すでに述べたように，企業の同質性の
－ 118 － 
物品税課税と不完全競争企業の利潤の変化――是川 
仮定のもとでは，対称均衡が成立する。したがって，市場価格，すなわち消費者価格と企業の
生産量の限界的な変化の関係は， dyqndydydYqdq ′=⋅′= と表現することができる。この関係
と，物品税額の変化と均衡生産量の関係式(10)から，物品税額の上昇による市場価格の変化の
大きさを，以下のように表すことができる。 
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m ，すなわち， kE −<                        (18) 
であり，E の上限が k− である。なお，E の下限は(16)と同様に均衡の安定条件(14)から )( km +−
である。物品税額の上昇によって利潤が増加するために E に課される制約(16)とovershifting
が生じる条件として E に課される制約(18)を対比してみると， E の下限は共通であり，上限に
ついては，  
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格をそれぞれ t の関数 )(ty ， )(tq で表す。したがって，均衡における企業の利潤も t の関数 )(tπ
として， 
   [ ] ))(()()()( tycttqtyt −−=π                          (19) 
と表現できる3)。この式を t で微分することにより，次式を得る。 











































λ                             (22) 
と表すことができる。均衡の安定条件(14)より 0>++ kEm であるから， 0<dtdy となる。均
衡の安定条件は，物品税額の上昇によって各企業の均衡生産量が減少することを意味している
のである。(21)の右辺第２項の { }))(()( tycttq ′+− の符号については，第１節で述べたことであ
るが，不完全競争市場の均衡における消費者価格は物品税額を上乗せした限界費用よりも高い
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によって最終的に企業利潤が増加するためには，少なくとも，生産量の変更を通じた消費者価









(21)における dtdq は，物品税額 t の変化が生産量の変更を通じて均衡価格に与える効果であ
るが，変化のプロセスを陽表的に考慮することによって， 











′=⋅⋅=   
と表現できる。この関係を用いて(21)を次のように書き改める。 













)()( tqqtny +′ は，均衡における限界収入，言い換えれば，各企業が同時に生産量を限界的に増
加させる場合の限界収入とみなすことができる。この限界収入は各企業が個別に意志決定する
場合に考慮する認識された需要にもとづく限界収入，すなわち第１節で提示した PiMP とは異
なる。右辺第２項の )( yct ′+ は，物品税額を含んだ限界費用である。以上から， 0>dtdπ とな
るための必要条件は， 
   [ ] 0)()()( <′+−+′ ycttqqnty                            (24) 
が成立することである。各企業における個別供給量の決定は，推測的変動にもとづいて行われ
る の で あ る か ら ， 均 衡 に お け る 各 企 業 の 生 産 量 は ， 利 潤 最 大 化 の １ 階 の 条 件 (8) ，



































 1) 推測的変動についてはVarian(1984,1992)，是川(2006)を参照のこと。 
 2) 上付き文字のPは，perceivedの意味である。すなわち，企業が主観的に推測する値を意味
している。 
 3) (19)のように利潤を物品税額 t の関数と表現する方法は，Myles(1995)にもとづいている。 
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Commodity taxation and profits of imperfect competitive firms 
 
Haruhiko KOREKAWA 
(Faculty of Literature and Social Sciences) 
 
  When commodity taxation is introduced in the imperfect competitive economy, two 
interesting phenomena could occur. Firstly, consumer prices advance by more than increase in 
the tax rates. Secondly, profits may increase when tax rates increase.  
  In this article, we consider the effect of commodity taxation on the profits of firms in the 
imperfectly competitive market. Based on the analysis of Seade, we analyze the possibility 
that the profits of firms increase when tax rate increase. We also add economic meanings to 
this possibility from the view point of elasticity of demand curve and relationship between 
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